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１ 業務名 

 【債】広報しろい制作業務委託（以下「本業務」という） 

２ 委託期間 

 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（令和９年５月号

～令和１２年４月号） 

３ 発行日 

 毎月１日（年１２回） 

４ 発 行 部 数 

 １号あたり約２６，８００部（世帯数の増減により、年度途中でも

変動あり） 

５ 納品 

① 冊子納品 

 納品予定日の正午までに次のとおり広報紙を納品すること。な

お、納品時はポスティング業者へ手おろしとし、１梱包１００部

（端数を除く）とする。 

ア 白井市役所「広報しろい」担当課・６００部 

イ ポスティング業者・２６，２００部 

※納品部数については、毎月変動する場合あり。 

② データ納品 

 校了日後２日以内に次のとおりデータを納品すること。なお、

PDF データは 1 パターンあたりの容量を１０MB 程度とする。 

ア 画像データ（表紙のみ） 

イ ＰＤＦデータ（１ページ毎・見開きの２パターン） 

６ 印刷規格等 

① サイズ等  

 Ａ４版 スクラム製本 左開き ※綴じ穴は不要 

② 各号 

 20 ページから 32 ページまでの範囲内で４ページ単位での増減

があるものとする。 

③ 用紙 

 色度７０％以上でグリーン購入法に基づく基本方針の印刷用

紙の判断基準を満たす用紙（上質紙Ａ判 35kg 相当）でＦＳＣ®認

証紙とし、ラベルを紙面に掲載すること 

④ インク及び色 

 植物油インクを使用し、全ページフルカラーとする。また配色
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はカラーユニバーサルデザイン（先天的な色覚異常、白内障、緑

内障などの人に配慮した色使い)とすること。 

⑤ 文字 

原則、横書きとし、ユニバーサルデザインフォントを用いること。 

⑥ 印刷方式 

オフセット印刷（両面） 

７ 編集 

① 人員配置 

 専任の編集責任者１名を置くこと。制作スタッフは、編集ディ

レクター、デザイナー、ＤＴＰエキスパート有資格者、校正者と

し、経験豊かな専門家を起用する。また、各制作スタッフは業務

履行が可能な範囲において兼務可能とし、上記以外にも業務履行

に必要な担当者を配置すること。また、編集責任者及び制作スタ

ッフは、デザイン等広報作成上の専門的な提案を積極的に行うこ

と。 

② 原稿・写真の提供 

 文字原稿、写真は市が提供する。原稿は、基本的にテキスト・

ワード・エクセル・パワーポイント等で提供する。ただし、一部

の図表、イラスト等についてはこの限りでない。 

③ レイアウト等 

 原稿の内容に基づき、市民に伝わるように工夫し、読みやすく

見栄えの良いデザインレイアウトを作成すること。また、必要に

応じ適宜イラスト・地図・グラフ等を作成し、使用すること。 

 なお、必要に応じ、同一記事のデザインを複数パターン制作す

ること。 

④ 自動生成技術等（AI 等）の活用 

 自動生成技術（AI 等）は、別添「白井市生成 AI の利用ガイド

ライン」の範囲内で活用してもよい。 

８ 校正 

 校正は次のとおりとする。ただし、各校正後の変更、組み替え、記

事の差し替えは、迅速かつ柔軟に対応すること。 

① 初校 

 初校戻し日２営業日前の午前１０時までに初校データを提出

すること。市は初校戻し日の午後３時までに校正したデータを返

送する。原則として、対面（オンライン可）で校正内容の確認を
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行うこと。 

② ２校 

 ２校戻し日２営業日前の午前１０時までに２校データを提出

すること。市は２校戻し日の午後３時までに校正したデータを返

送する。 

③ ３校 

 ３校戻し日２営業日前の午前１０時までに３校データを提出

すること。市は３校戻し日の午後３時までに校正したデータを返

送する。 

④ 校了 

 校了日の午前１０時までに校了データを提出すること。市は校

了日午後３時までに確認し、校了の連絡をする。 

９ 年間作業スケジュール 

 市が指定する納品日に間に合うように、協議の上、受託者は年間の

作業スケジュールを作成すること。 

１０ 著作権 

 この契約により作成される成果物の著作権等の取り扱いは、次のと

おりとする。 

①  「広報しろい」に関する、著作権法（昭和４５年法律第４８号）

第２１条（複製権）、第２３条（公衆送信権等）、第２４条（口述

権）、第２６条の２（譲渡権）、第２６条の３（貸与権）、第２７条

（翻訳権・翻案権等）及び第２８条（二次的著作物の利用に関す

る原著作者の権利）に規定する権利は本市に帰属する。 

②  市は、著作権法第２０条（同一性保持権）第２項第３号又は第

４号に該当しない場合においても、その使用のために、仕様書等

で指定する物件を改変し、また、任意の著作者名で任意に公表す

ることができるものとする。また、受注者は、市の書面による事

前の同意を得なければ、著作権法第１８条（公表権）及び第１９

条（氏名表示権）を行使することができない。 

③  受注者を含む成果品制作の関係者は、成果品を自己ＰＲ、記録

又は事業実績の紹介等の目的の場合に限り、市の承認を得て使用

することができる。 

④  「広報しろい」を作成する上で発生した中間生成物の使用にあ

たっては、必要に応じて協議するものとする。 
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１１ 支払方法 

 各号業務完了後に請求に基づき３０日以内に支払う。 

１２ 個人情報の取り扱い 

 この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては

別記「個人情報の取り扱いに関する特約条項」を遵守すること。 

１３ 再委託 

① 受注者は、この契約による事務のすべてを再委託してはならない。 

②  受注者は、この契約による事務の一部を再委託する必要がある

場合は、本市の個人情報取扱特記事項に基づき申請しなくてはな

らない。 

１４ その他 

この仕様に定めのない事項については、市と協議すること。 
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個人情報の取扱いに関する特約条項 

 

 （総則） 

第１条 この特約は、この特約が添付される白井市（以下｢発注者｣という。）と相手方（以

下｢受注者｣という。）との契約（以下｢契約｣という。）と一体をなす。 

 （基本的事項） 

第２条 受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務や工事（以下｢業

務等｣という。）を履行するための個人情報の取扱いにあたっては、個人の権利権益を侵害

することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （安全管理措置） 

第３条 受注者は、業務等に係る個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報

の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 前項の措置は、業務等が個人情報の入力（本人からの取得を含む。）、編集、分析、出力

等の処理を行うことを主とする業務の委託の場合にあっては、白井市情報セキュリティ

ポリシーに準じたものでなければならない。 

 （秘密の保持） 

第４条 受注者は、この契約による業務等に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他

人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された

後においても同様とする。 

 （従事者への周知） 

第５条 受注者は、業務等に従事する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約によ

る業務等に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に

使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければな

らない。 

 （取得の制限） 

第６条 受注者は、この契約による業務等の履行のために個人情報を取得するときは、必要

な最小限の範囲内で、適法かつ公正な手段により行なわなければならない。 

 （個人情報の目的外の利用及び提供の制限） 

第７条 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務等に関し

て知り得た個人情報を当該業務等の履行目的以外に利用し、又は第三者に提供してはな

らない。 

 （複写等の禁止） 

第８条 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務等の履行

のために発注者から貸与された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製しては

ならない。 
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 （再委託等の禁止） 

第９条 受注者は、この契約による業務等を履行するための個人情報を自ら取り扱うもの

とし、第三者（受注者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号

に規定する子会社をいう。）である者も含む。次項において同じ。）に取り扱わせてはなら

ない。ただし、発注者の承諾がある場合については、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により、第三者に取り扱わせる場合にあっては、受注者は、当該第

三者に対し、取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう必要かつ適切な措置を講じな

ければならない。 

 （資料の返還等） 

第 10 条 受注者は、この契約による業務等を履行するために発注者から貸与され、又は受

注者が取得し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約の完了後直ち

に返還し、又は引き渡し、若しくは廃棄するものとする。ただし、発注者が別に指示した

ときは、当該指示によるものとする。 

 （漏えい等の報告） 

第 11 条 受注者は、個人情報の漏えい、滅失又は毀損その他の個人情報の安全の確保に係

る事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、

発注者の指示に従うものとする。なお、この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （法令の遵守） 

第 12 条 受注者は、この特約に定めるもののほか、個人情報の保護に関する法律（平成１

５年法律第５７号）その他関係法令の規定を遵守しなければならない。 

 （契約の解除及び損害賠償） 

第 13 条 発注者は、受注者がこの特約に違反していると認めたときは、契約の解除及び損

害賠償の請求をすることができるものとする。 

 （安全管理措置等の報告等） 

第 14 条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対し、第３条に定める安全管理

措置及び個人情報の管理状況について、報告を求め、若しくは実地に調査し、又は必要な

指示をすることができる。 
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